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（証券コード：4739） 
平成25年６月３日 

株 主 各 位 
東京都千代田区霞が関三丁目２番５号  

  
代表取締役社長 菊 地   哲 

 
第34期定時株主総会招集ご通知 

 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 
 さて、当社第34期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席
くださいますようご通知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記「株主総会参考書類｣（50頁から57頁）をご検討いただきまして、
平成25年６月19日（水曜日）午後５時30分までに議決権をご行使くださいますようお願い申し
あげます。 
【郵送による議決権の行使の場合】 
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着す
るようご返送ください。 
【インターネットによる議決権の行使の場合】 
パソコン等から議決権行使サイトにアクセスしていただき、上記の行使期限までに議案に対す
る賛否をご入力ください。議決権行使サイト及び議決権行使方法の詳細につきましては、３頁
の［インターネットによる議決権行使について］をご参照ください。 

敬 具 
記  １．日 時  平成25年６月20日（木曜日）午前10時

２．場 所  東京都千代田区霞が関三丁目３番２号
新霞が関ビル 灘尾ホール

３．会議の目的事項 
 報 告 事 項  １．第34期（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）事業報告の内

容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監
査結果報告の件

   ２．第34期（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）計算書類の内
容報告の件

 決 議 事 項   
 第１号議案 剰余金の処分の件
 第２号議案 取締役12名選任の件
 第３号議案 監査役１名選任の件



 
00_9130001102506.docx 
伊藤忠テクノソリューションズ㈱様 招集 2013/05/18 7:44:00印刷 2/4 
 

― 2 ― 

４．その他株主総会招集に関する事項 
（1）代理人による議決権行使の場合 

代理人による議決権行使の場合には、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに、代理権
を証する書面を会場受付へご提出ください。なお、代理人は、当社の議決権を有する他の
株主１名様に限らせていただきます。 

（2）議決権の不統一行使の場合 
議決権の不統一行使をされる場合には、その旨及び理由を、株主総会の３日前までに書面
で当社宛にご通知ください。 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
（お願い） 
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。 

（お知らせ） 
株主総会参考書類及び添付書類に修正すべき事項が生じた場合には、直ちに当社ホームページ 
http://www.ctc-g.co.jp/ir/にて、修正内容を掲載させていただきます。 
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［インターネットによる議決権行使について］ 
 
１ インターネットによる議決権行使に際して、ご了承いただく事項 
  議決権をインターネットにより行使される場合は、次の事項をご了承のうえ､ 行使していた
だきますよう、お願い申しあげます。 
（1） インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト（下記２（1）を

ご参照ください｡）をご利用いただくことによって可能です。なお、携帯電話を用いたイ
ンターネットでもご利用いただけます｡ インターネットにより、議決権を行使される場合
は、招集ご通知に同封の「議決権行使書用紙」の右下に表示された「議決権行使コード」
及び ｢パスワード」が必要となります。 

（2） 今回ご案内する「議決権行使コード」及び「パスワード」は、本総会に関してのみ有効で
す。次の総会の際には、新たに「議決権行使コード」及び ｢パスワード」を発行いたしま
す。 

（3）書面とインターネットにより、議決権を二重に行使された場合は、インターネットによる
議決権行使を有効なものとして取り扱わせていただきます。 

（4）インターネットで複数回数、または、パソコンと携帯電話で重複して議決権行使をされた
場合は、最後の議決権行使を有効なものとして取り扱わせていただきます。 

（5）インターネットに関する費用（プロバイダ接続料金・通信料金等）は、株主様のご負担と
なります。 

 
２ インターネットによる議決権行使の具体的方法 
（1）パソコン等をご利用いただく場合 
  【議決権行使サイトURL】 
  http://www.it-soukai.com/またはhttps://daiko.mizuho-tb.co.jp/にアクセスしてく

ださい。 
  ただし、行使期間中の午前３時～午前５時は上記URLにアクセスすることができません。 
（2） バーコード読取機能付の携帯電話をご利用いただく場合は、右の「QR

コード｣ を読み取り、議決権行使サイトにアクセスすることが可能で
す。なお、操作方法の詳細はお手持ちの携帯電話の取扱説明書をご確認
ください。 

 

（3） ｢議決権行使コード」及び「パスワード」を入力し、｢ログイン」ボタンを押してください。 
 ｢議決権行使コード」及び「パスワード」は、招集ご通知に同封の「議決権行使書用紙」

右下に表示されております。 
（4）画面の案内に従い、議案に対する賛否をご入力ください。 
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３ ご利用環境 
（1）パソコンをご利用の場合 
  ◎パソコン Windows®機種
  ◎ブラウザ Microsoft® Internet Explorer5.5以上
  ◎インターネット環境 プロバイダとの契約などによりインターネットが利用できる環境
  ◎画面解像度 1024×768以上をご推奨いたします。
（2）携帯電話をご利用の場合 
  ◎携帯電話 128bitSSL通信（暗号化）が可能な機種であること｡ 

｢iモード｣、｢EZweb｣、｢Yahoo! ケータイ」のいずれかのサー
ビスが利用できること｡（一部ご利用いただけない機種がござい
ます｡）

 ＊Microsoft、Windowsは米国Microsoft Corporationの米国及びその他の国における登
録商標または商標です。 

 ＊｢iモード」は、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの登録商標です。 
 ＊｢EZｗeb」は、KDDI株式会社の登録商標です。 
 ＊｢Yahoo!」は、米国Yahoo! Inc.の登録商標または商標です。 
 ＊｢QRコード®」は、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。 
 
４ セキュリティーについて 
 行使された情報が改竄されないよう暗号化（SSL128bit）技術を使用しておりますので、安
心してご利用いただけます。 
 また、｢議決権行使書用紙」に表示された「議決権行使コード」と「パスワード」は、株主
様ご本人を認証する重要なものです。他人に絶対に知られないようご注意ください。当社より
株主様の「パスワード」をお問い合わせすることはございません。 
 
５ お問い合わせ先について 
（1）インターネットによる議決権行使に関するパソコン、携帯電話等の操作方法等に関する専

用お問い合わせ先 
  みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル 
  電話 0120－768－524（フリーダイヤル） 
  （受付時間 ９：00～21：00 土日休日を除く） 
（2）上記（1）以外のお問い合わせ先 
  みずほ信託銀行 証券代行部 
  電話 0120－288－324（フリーダイヤル） 
  （受付時間 ９：00～17：00 土日休日を除く） 

以 上 
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（添付書類） 
事 業 報 告 

 

（ 自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日 ）

 
１．企業集団の現況に関する事項 
（1）事業の経過及びその成果 
 当連結会計年度におけるわが国経済は、世界経済の減速や近隣諸国との関係悪化などの影
響により、先行き不透明な状況で推移しておりましたが、昨年末に発足した新政権による経
済対策への期待感から、円高の是正や株式市場の活性化が進展し、輸出環境や企業の業況判
断に改善の兆しが見られるなど、景気回復への期待が高まりつつあります。 
 情報サービス産業におきましては、企業のIT投資に対する慎重な姿勢は継続した反面、基
幹系システムや生産管理システムの再構築需要が堅調だったほか、モバイル通信の高速化や
スマートデバイス普及に伴う通信設備投資が積極的に行われるなど、受注環境は引き続き改
善基調で推移いたしました。 
 このような状況下、当社グループにおきましては、重点施策として、収益拡大に向けたイ
ンフラ基盤ビジネス及びクラウドビジネスの強化や、中長期成長を実現する戦略投資の実行
に取り組んでまいりました。具体的には、運輸・金融・製造をはじめとする幅広い業種向け
に、サーバやストレージの仮想化技術を用いたインフラ共通基盤の構築に向けた取り組みを
推進したほか、クラウドサービス分野では、ITインフラ環境をサービス化し、システム運
用・管理サービスと合わせて一括提供する「cloudage ElasticCUVIC (クラウデージ・エラ
スティック・キュービック)」の販売を新たに開始いたしました。また、今後の成長が期待
される東南アジア地域での事業展開強化に向け、７月にタイのIT企業Netband Consulting 
Co.,Ltd.との合弁事業を開始し、３月には米国大手ITサービス企業であるComputer 
Sciences Corporationを親会社としていたCSC ESI SDN. BHD.（マレーシア）及びCSC 
AUTOMATED PTE. LTD.（シンガポール）を買収・子会社化するなど、積極的に先行投資
を実行いたしました。 
 営業活動につきましては、通信分野でのモバイル通信の高速化やスマートデバイス普及に
伴うネットワーク設備増強案件や、接続管理システム構築案件を推進したほか、金融分野で
は、銀行向け市場系・情報系システム構築案件などに注力しました。商業・運輸分野では郵
便事業者向けインフラ構築案件に注力したほか、公共分野では省庁向けネットワーク構築案
件やコンタクトセンター構築案件などを推進いたしました。また、製造分野においては、自
動車メーカー向けストレージ統合案件や、電機メーカー向けディザスタリカバリ環境構築案
件などに注力しました。 
 人材育成につきましては、クラウドコンピューティングやビッグデータ等の技術分野やプ
ロジェクトマネジメントに精通した人材作りのための自社研修プログラムを推進したほか、
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今後の更なるグローバル展開を見据えた語学研修、選抜メンバーの短期海外留学や海外ベン
ダーへのインターン派遣などを行いました。 
 以上の結果、当連結会計年度の業績は、開発ビジネスが若干減少したものの、製品販売ビ
ジネス及びサービスビジネスが増加し、売上高は322,475百万円（前連結会計年度比8.3％
増）となりました。利益面では、売上総利益率の低下や人件費の増加があったものの、増収
に伴う売上総利益の増加により、営業利益は27,187百万円 (同9.6％増)、経常利益は
27,340百万円 (同9.6％増)、当期純利益は16,025百万円（同20.2％増）となりました。 
 セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、当連結会計年度より、報告セグメン
トの区分方法を変更しており、前連結会計年度との比較・分析は変更後の区分方法に基づい
ております。 
① 情報通信事業 
 移動体通信事業者向けの設備増強案件や、郵便事業者向けインフラ構築案件が伸長し、
売上高は143,258百万円 (前連結会計年度比26.4％増)、営業利益は16,119百万円（同
20.2％増）となりました。 
② 金融事業 
 カード会社向け案件等が減少し、売上高は23,801百万円（同6.0％減）となりましたが、
売上総利益率の改善等により、営業利益は2,366百万円（同40.8％増）となりました。 
③ エンタープライズ事業 
 売上高は概ね前年並みの99,314百万円（同0.5％増）となりましたが、販売費及び一般
管理費の増加により、営業利益は5,018百万円（同5.7％減）となりました。 
④ 流通事業 
 商社向け案件等が減少し、売上高は39,886百万円（同4.1％減）となりました。営業利
益は、売上総利益率の低下や販売費及び一般管理費の増加により、3,061百万円（同
23.1％減）となりました。 
⑤ クラウドプラットフォーム事業 
 当セグメントは、データセンターを含むクラウド関連ビジネスを全社横断的に提供して
おり、売上高は28,383百万円 (同6.2％増)、営業利益は1,732百万円（同5.2％減）とな
りました。 
⑥ 保守・運用サービス事業 
 当セグメントは、保守・運用を中心としたサービスビジネスを全社横断的に提供してお
り、売上高は64,709百万円 (同0.6％減)、営業利益は11,369百万円（同0.2％増）とな
りました。 
⑦ その他 
 売上高は13,410百万円 (同2.2％減)、営業利益は1,007百万円（同9.1％増）となりま
した。 

（注） 上記セグメントの売上高及び営業利益は、セグメント間の内部売上高等を含めて表示しており
ます。  
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（2）設備投資 
 当連結会計年度における設備投資金額は10,030百万円であります。主なものはクラウド
コンピューティングビジネス分野への投資（横浜コンピュータセンター北館の新設）及びそ
の他データセンターにおける設備増強等によるものであります。 

 
（3）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分 
 当社は、平成25年３月14日付で、CSC ESI SDN. BHD.及びCSC AUTOMATED PTE. 
LTD.の発行済株式の70.0％をそれぞれ取得したため、当連結会計年度から同２社を連結の
範囲に含めております。 
 なお、CSC ESI SDN. BHD.は、平成25年５月８日付でCTC GLOBAL SDN. BHD.に、
CSC AUTOMATED PTE. LTD.は、平成25年５月10日付でCTC GLOBAL PTE. LTD.に商
号を変更しております。 
 また、平成24年７月16日付で、Netband Consulting Co.,Ltd.の発行済株式の45.0％を
取得したため、当連結会計年度から持分法適用の範囲に含めております。 
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（4）財産及び損益の状況 
① 企業集団の財産及び損益の状況  
区     分 第 31 期 

（平成21年度）
第 32 期 

（平成22年度）
第 33 期 

（平成23年度） 
第 34 期

（平成24年度）
（当連結会計年度）

売 上 高 290,391百万円 283,068百万円 297,748百万円 322,475百万円
経 常 利 益 21,627百万円 21,574百万円 24,954百万円 27,340百万円
当 期 純 利 益 12,461百万円 11,451百万円 13,327百万円 16,025百万円
１株当たり当期純利益 194.62円 180.47円 217.08円 268.53円
１ 株 当 た り 純 資 産 2,415.65円 2,492.42円 2,604.78円 2,766.93円
総 資 産 233,230百万円 238,168百万円 252,701百万円 270,025百万円
発 行 済 株 式 総 数 64,500,000株 64,500,000株 62,500,000株 62,500,000株
 
② 当社の財産及び損益の状況  
区     分 第 31 期 

（平成21年度）
第 32 期 

（平成22年度）
第 33 期 

（平成23年度） 
第 34 期

（平成24年度）
（当事業年度）

売 上 高 269,018百万円 261,953百万円 276,468百万円 299,866百万円
経 常 利 益 16,416百万円 17,391百万円 19,744百万円 21,953百万円
当 期 純 利 益 11,262百万円 10,869百万円 11,983百万円 14,259百万円
１株当たり当期純利益 175.89円 171.29円 195.18円 238.95円
１ 株 当 た り 純 資 産 2,168.10円 2,228.90円 2,311.72円 2,435.94円
総 資 産 225,478百万円 229,843百万円 244,419百万円 256,612百万円
発 行 済 株 式 総 数 64,500,000株 64,500,000株 62,500,000株 62,500,000株
 
（5） 対 処 す べ き 課 題
 企業の海外展開の加速、クラウドコンピューティングの普及・拡大、新たな注目テーマで
あるビッグデータの活用やマイナンバー制度導入などによる公共分野のIT投資拡大など、IT
業界を取り巻く環境は常に変化しており、この環境変化に対してより迅速かつ柔軟に対応し
ていくことが求められております。当社グループにおきましては、クラウドサービスの拡充、
ビッグデータやSDI（Software Defined Infrastructure）をはじめとした新規ビジネス領
域への対応強化、更なるグローバル戦略の推進など、中長期的な収益拡大に向けた戦略的投
資を実行してまいります。また、情報通信分野で培ったインフラ構築力を活かした公共・公
益向けビジネスの拡大や、人材育成及びコスト構造の見直しにより、持続的な成長を実現す
るための収益基盤の強化・拡充に取り組んでまいります。 
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（6）主要な事業セグメント（平成25年３月31日現在） 
 当社グループの報告セグメントは、当連結会計年度より、報告セグメントの区分方法を従
来の「ソリューションビジネスセグメント」及び「サービスビジネスセグメント」の２セグ
メントから、組織別に「情報通信事業｣、｢金融事業｣、｢エンタープライズ事業｣、｢流通事
業｣、｢クラウドプラットフォーム事業」及び「保守・運用サービス事業」の６セグメントへ
変更しております。 
 ｢情報通信事業｣、｢金融事業｣、｢エンタープライズ事業」及び「流通事業」は、顧客ニー
ズに応じ最適な対応を可能とする組織として区分されており、いずれの報告セグメントもコ
ンサルティングからシステム設計・構築、保守・運用サービスまでの総合的な提案・販売活
動を展開しております。 
 また、｢クラウドプラットフォーム事業」及び「保守・運用サービス事業」はそれぞれIT
インフラアウトソーシング、保守・運用を中心としたサービスビジネスにおいて、前述の４
つの報告セグメントとの共同提案や調達の役割を担っております。 

 
（7）主要拠点等（平成25年３月31日現在） 
  ① 主要な営業所等 
   ア．当社  
本 社 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 
支 店 札幌、名古屋、大阪、広島、福岡、シンガポール 
営 業 所 仙台、静岡、豊田、熊本、沖縄 
 （注） 上記のほか、大崎オフィス・大崎開発センター、九段南オフィス、後楽オフィス、池袋オフィス、

墨田オフィス、赤坂オフィス、大手町インターネットデータセンター、渋谷データセンター、目白
坂データセンター、横浜コンピュータセンター、神戸コンピュータセンター、テクニカルソリュー
ションセンター (東京都千代田区)、葛西物流センター、新木場ロジスティクスセンター、関西ロ
ジスティクスセンター (大阪府吹田市)、中部パーツセンター（愛知県名古屋市）等があります。 
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   イ．連結子会社  
会     社     名 本 社 所 在 地 

シ ー テ ィ ー シ ー ・ テ ク ノ ロ ジ ー ㈱ 東京都千代田区 
シ ー テ ィ ー シ ー ・ ラ ボ ラ ト リ ー シ ス テ ム ズ ㈱ 東京都世田谷区 
C T C シ ス テ ム サ ー ビ ス ㈱ 東京都千代田区 
シ ー テ ィ ー シ ー ・ エ ス ピ ー ㈱ 東京都世田谷区 
シーティーシー・システムオペレーションズ㈱ 東京都千代田区 
C T C フ ァ シ リ テ ィ ー ズ ㈱ 横浜市都筑区 
シ ー テ ィ ー シ ー ・ ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス ㈱ 東京都千代田区 
フ ァ ー ス ト コ ン タ ク ト ㈱ 東京都渋谷区 
ア サ ヒ ビ ジ ネ ス ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ ㈱ 東京都墨田区 
ITOCHU  Techno - So l u t i on s  Ame r i c a ,  I n c . Santa Clara, California, U.S.A. 
C S C  E S I  S D N .  B H D .  (注１) Kuala Lumpur, Malaysia 
C S C  A U T O M A T E D  P T E .  L T D .  (注２) Singapore 
その他１社（国内１社）  

 （注１）平成25年５月８日付で、CSC ESI SDN. BHD.はCTC GLOBAL SDN. BHD.に商号を変更してお
ります。 

（注２）平成25年５月10日付で、CSC AUTOMATED PTE. LTD.はCTC GLOBAL PTE. LTD.に商号を
変更しております。 

 
  ② 使用人の状況 
   ア．企業集団の使用人の状況  
使 用 人 数 前 連 結 会 計

年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

7,719名 557名増 37.4歳 10.8年 
 （注） 上記使用人数には、当企業集団以外への出向者60名を含んでおります。 
 
   イ．当社の使用人の状況  
使 用 人 数 前 事 業 年 度

末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

4,527名 23名減 38.7歳 12.1年 
 （注） 上記使用人数には、連結子会社等への出向者630名、関係会社等からの受入出向者164名を含んで

おります。 
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（8）重要な親会社及び連結子会社の状況 
  ① 親会社の状況 

 伊藤忠商事㈱は、当社株式を33,665千株（出資比率53.9％、議決権比率（直接）
56.6％､（間接）0.0％）保有しており、当社は同社の連結子会社となっております。 
 当社は、取扱い商品の一部を同社より仕入れており、商品の販売も行っております。 

 
  ② 連結子会社の状況  

会    社    名 
資 本 金 出資比率

主 要 な 事 業 内 容 
（百万円） (％) 

シーティーシー・テクノロジー㈱ 450 100.0 システム保守・サポート 

シーティーシー・ラボラトリーシステムズ㈱ 300 100.0 製薬・化学業界向けシステム開発・販
売

C T C シ ス テ ム サ ー ビ ス ㈱ 200 100.0 システム運用・業務運用・運用管理 

シ ー テ ィ ー シ ー ・ エ ス ピ ー ㈱ 200 100.0 IT関連機器・ソフトウェア・サプライ
品の販売

シーティーシー・システムオペレーションズ㈱ 100 100.0 システム運用・サポート 
C T C フ ァ シ リ テ ィ ー ズ ㈱ 100 100.0 データセンターの施設運用管理 

シーティーシー・ビジネスサービス㈱ 100 100.0 人事・総務関連業務等各種ビジネスサ
ービス

フ ァ ー ス ト コ ン タ ク ト ㈱ 50 100.0 コンタクトセンター及びサービスデス
ク運用サービス 

アサヒビジネスソリューションズ㈱ 110 51.0 システム開発 

ITOCHU Techno-Solutions America, Inc. 3,750
千US＄ 100.0

システム構築及び保守運用・サポート､
IT関連製品の輸出業務及び情報収集・
調査

C S C  E S I  S D N .  B H D .  (注１) 62,118
千RM 70.0 ハードウェア・ソフトウェアの販売及

び保守サービスの提供 
CSC AUTOMATED PTE. LTD. (注２) 2,000

千S$ 70.0 ハードウェア・ソフトウェアの販売及
び保守サービスの提供 

その他１社（国内１社）  
 （注１）平成25年５月８日付で、CSC ESI SDN. BHD.はCTC GLOBAL SDN. BHD.に商号を変更してお

ります。 
（注２）平成25年５月10日付で、CSC AUTOMATED PTE. LTD.はCTC GLOBAL PTE. LTD.に商号を

変更しております。 
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２．株式に関する事項（平成25年３月31日現在） 
（1）発 行 可 能 株 式 総 数 246,000,000株 

（2）発 行 済 株 式 の 総 数 62,500,000株（自己株式2,996,613株を含む） 

（3）株 主 数 15,866名 

（4）大株主（上位10名）  
 

株     主     名 持 株 数 持 株 比 率 
伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 33,665,400株 56.58%
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,382,200 4.00 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,276,200 2.14 
C T C 社 員 持 株 会 1,114,168 1.87 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 837,900 1.41 
J P  MO R G AN  C H A S E  B A N K  3 8 5 1 7 4 795,700 1.34 
NOMURA ASSET MANAGEMENT U.K. LIMITED 
SUB  A/C  EVERGREEN  NOMINEES  LTD 426,000 0.72 

MELLON BANK, N.A. TREATY CLIENT  OMNIBUS 424,134 0.71 
みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口
再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社 420,546 0.71 

S I X  S I S  L T D . 350,753 0.59 
 （注）１．当社は、自己株式2,996,613株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。 

また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。 
２．NOMURA ASSET MANAGEMENT U.K. LIMITED SUB A/C EVERGREEN NOMINEES LTD

は、平成25年４月３日付で株主名簿上の名義がEVERGREENに変更されております。 
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３．会社役員に関する事項 
（1）取締役及び監査役の状況（平成25年３月31日現在）  
氏   名 地 位 担 当 重要な兼職の状況 
奥 田 陽 一 取締役会長  
菊 地  哲 代表取締役社長  

藁 科 至 德 取 締 役 兼 
専務執行役員 

金融システム事業グループ担当役員
（兼）グローバルビジネス推進本部担
当役員

 

池 田 修 二 取 締 役 兼 
専務執行役員 

経営管理グループ担当役員（兼）
CFO・CCO  

櫻庭愼一郎 取 締 役 兼 
常務執行役員 

エンタープライズシステム事業
グループ担当役員  

松 澤 政 章 取 締 役 兼 
常務執行役員 

情報通信システム事業グループ
担当役員  

齊 藤  晃 取 締 役 兼 
常務執行役員 経営企画グループ担当役員（兼）CIO  

髙 取 成 光 取 締 役 兼 
常務執行役員 流通システム事業グループ担当役員 

アサヒビジネスソリューションズ
㈱ 社外取締役 

加 藤 光 明 取 締 役 兼 
常務執行役員 

クロスファンクショングループ
担当役員  

須 﨑 隆 寛 取 締 役 兼 
常務執行役員 

保守・運用サービス事業グループ 
担当役員 

シーティーシー・テクノロジー㈱
社外取締役 
CTCシステムサービス㈱ 社外取
締役 
シーティーシー・システムオペレ
ーションズ㈱ 社外取締役

城 田 勝 行 取 締 役 兼 
常務執行役員 

クラウドプラットフォーム事業 
グループ担当役員 

シーティーシー・テクノロジー㈱
社外取締役 
CTCシステムサービス㈱ 社外取
締役

松 本 孝 利 取 締 役  アカデミーキャピタルインベスト
メンツ㈱ 代表取締役社長

野 田 俊 介 取 締 役  

伊藤忠商事㈱ 情報・保険・物流
部門長 
エキサイト㈱ 取締役 
伊藤忠ロジスティクス㈱ 社外取
締役

谷  隆 博 常勤監査役  
菖 蒲 田 徹 常勤監査役  

多 田 敏 明 監 査 役  
弁護士
日比谷総合法律事務所 パートナ
ー弁護士 
電気化学工業㈱ 社外監査役  
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氏   名 地 位 担 当 重要な兼職の状況 

西 山  実 監 査 役  

伊藤忠商事㈱ 住生活・情報カン
パニー ＣＦＯ 
伊藤忠紙パルプ㈱ 社外監査役 
伊藤忠建材㈱ 社外監査役 
伊藤忠都市開発㈱ 社外監査役 
日伯紙パルプ資源開発㈱ 社外監
査役

（注）１．取締役松本孝利氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 
２．監査役多田敏明、西山 実の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
３．取締役松本孝利、監査役多田敏明の両氏は、㈱東京証券取引所が定める一般株主と利益相反が

生じるおそれのない独立役員であります。 
４．監査役谷 隆博、菖蒲田徹、西山 実の各氏は、それぞれ経営管理部門における長年の経験があ
り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。 

５．当事業年度中の取締役の異動は、次のとおりであります。 
（1）就任 

平成24年６月22日開催の第33期定時株主総会において、菊地 哲、城田勝行、野田俊介の
各氏が新たに取締役に選任され、同日付で就任いたしました。 

（2）辞任 
齊藤 晃氏は、平成25年３月31日付で取締役を辞任いたしました。 

６．当事業年度中の監査役の異動は、次のとおりであります。 
（1）就任 

平成24年６月22日開催の第33期定時株主総会において、谷 隆博、菖蒲田徹、多田敏明、
西山 実の各氏が新たに監査役に選任され、同日付で就任いたしました。 

（2）退任及び辞任 
笠間正夫、柴田 寛、林 光佑の各氏は平成24年６月22日付で監査役を退任、松井繁和氏は、
平成24年６月22日付で監査役を辞任いたしました。 

 
（2）当事業年度に係る取締役、監査役ごとの報酬等の総額 
  ① 当事業年度に係る取締役、監査役の報酬等の額 

取締役13名 463百万円（うち社外 １名  10百万円） 
監査役８名 61百万円（うち社外 ５名  17百万円）  （注） なお、上記金額は役員賞与を含めております。 

  ② 当事業年度において受け又は受ける見込みの額が明らかになった取締役、監査役の退職
慰労金の額 
取締役１名 ９百万円
監査役１名 １百万円（うち社外 １名  １百万円） 
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（3）社外役員に係る他の法人等の業務執行者との重要な兼職状況  
区  分 氏  名 兼職先法人等名 兼職の内容 兼職先との関係 

社外取締役 松 本 孝 利 アカデミーキャピタルインベストメンツ㈱ 代表取締役社長 ― 

社外監査役 多 田 敏 明 
日比谷総合法律事務所 パートナー弁護士 ― 
電気化学工業㈱ 社外監査役 当社商品の販売 

社外監査役 西 山  実 

伊藤忠商事㈱ 住生活・情報カンパ
ニー ＣＦＯ 

親会社 
同社商品の購入及び 
当社商品の販売

伊藤忠紙パルプ㈱ 社外監査役 当社の親会社の子会社
当社商品の販売

伊藤忠建材㈱ 社外監査役 当社の親会社の子会社
当社商品の販売

伊藤忠都市開発㈱ 社外監査役 当社の親会社の子会社
当社商品の販売

日伯紙パルプ資源開発㈱ 社外監査役 当社の親会社の関連会社
 
（4）社外役員の主な活動状況  

区   分 氏   名 主な活動状況 

社 外 取 締 役 松 本 孝 利 当事業年度開催の取締役会19回のすべてに出席し、議案審
議等につき必要な発言を適宜行っております。 

社 外 監 査 役 多 田 敏 明
平成24年６月22日就任以降開催の取締役会16回のうち14
回に、また、監査役会14回のうち12回に出席し、必要に応
じ、主に弁護士としての専門的見地から発言を行っておりま
す。

社 外 監 査 役 西 山  実
平成24年６月22日就任以降開催の取締役会16回のすべて
に、また、監査役会14回のすべてに出席し、議案審議等に
つき必要な発言を適宜行っております。 

 
（5）社外役員の責任限定契約に関する事項 
 当社は、当社定款第25条及び会社法第427条第１項の規定により、取締役松本孝利氏並
びに当社定款第32条及び会社法第427条第１項の規定により、監査役多田敏明、西山 実
の両氏と、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める額としております。 

 
（6）社外役員の親会社又は当該親会社の子会社からの役員報酬等の総額 
 該当する報酬等はありません。 
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４．会計監査人に関する事項 
（1） 会計監査人の名称
   有限責任監査法人トーマツ 
 
（2）責任限定契約に関する事項 
 該当事項はありません。 

 
（3）会計監査人の報酬等の額 
  ① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 104百万円
  ② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 151百万円
 （注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額は
合計額を記載しております。 

  ③ 当社の重要な子会社（｢１．企業集団の現況に関する事項（８）重要な親会社及び連結
子会社の状況 ② 連結子会社の状況」に記載）のうち、海外子会社は外国の法令に基
づいた会計監査人としての資格を有する現地の監査法人の監査を受けております。 

 
（4）公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）の内容 
 データセンター業務における内部統制の整備及び運用状況に関する検証業務並びにIFRSに
関する業務 

 
（5）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 
 取締役会は、会計監査人が職務を適正に遂行することが困難と認められる場合等、その必
要があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は監査役会の請求に基づいて、
会計監査人の解任又は不再任に関する議題を株主総会に提案いたします。 
 一方、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この
場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、解任の旨
及びその理由を報告いたします。 
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５．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要 
（平成24年４月27日開催の取締役会における決議の内容の概要） 

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
  ① コーポレート・ガバナンス 

ア．取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程、｢CTC理念体系」及び 
｢CTCグループ行動基準」に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、取締
役の職務執行を監督する。 

   イ．取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、社内規程に従い、会社の業
務執行に関する意思決定に参加する。 

   ウ．担当分野の業務を権限と責任を持って迅速に遂行することを目的に執行役員制を採用
し、執行役員は代表取締役の指示の下、法令、定款、社内規程及び取締役会決議に従
い、担当する業務を執行する。なお、特定の業務執行を担当する取締役は執行役員を
兼務する。 

   エ．代表取締役社長、もしくは代表取締役社長が指名する取締役は、３か月に１回以上及
び必要の都度、職務執行の状況を取締役会に報告する。 

   オ．監査役は、法令が定める権限を行使するとともに、監査室及び会計監査人と連携して、
｢監査役会規程」及び「監査役監査基準」に則り、取締役の職務執行の適正性につい
て監査を実施する。 

   カ．一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員を確保し、コーポレート・ガバナ
ンスの充実を図る。 

  ② コンプライアンス 
   ア．取締役及び使用人は「CTC理念体系」及び「CTCグループ行動基準」に従い行動す

るものとする。 
   イ．社会秩序や安全、企業の健全な行動に悪い影響を与える個人・団体とは一切関わらな

い。  
   ウ．チーフコンプライアンスオフィサーの任命、CSR委員会及びコンプライアンスに係る

事項を統括する部署を設置するとともに、｢コンプライアンス規程｣、｢CTCグループ
コンプライアンスプログラム」を制定し、各部署のコンプライアンス責任者の任命、
コンプライアンス教育・研修の実施、法令ガイドラインの作成、内部情報提供制度の
整備並びに「CTCグループ行動基準」の遵守に関する全ての取締役及び使用人からの
書面取得制度等、コンプライアンス体制の充実に努める。 

  ③ 財務報告の適正性確保のための体制整備 
｢経理規程｣、｢販売管理規程｣、｢購買管理規程｣、その他社内規程を整備し、業務分担と
責任を明確化するとともに、牽制・モニタリング機能を業務プロセスに組み込むことなど
内部統制の充実を図る一方、チーフフィナンシャルオフィサー及び監査室並びに内部統制
委員会が内部統制の運用面の監視・改善を指導することにより、財務報告の適正性を確保
するための体制の充実を図る。 
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 また、会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応すること
ができる体制を整備するため、監査法人及び各種団体からの積極的な情報収集活動に努める。 

  ④ 内部監査 
 社長直轄の監査室を設置する。監査室は、業務全般に関し、法令、定款及び社内規程の
遵守状況、職務の執行の手続及び内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施し、社
長及び監査役に対し、その結果を報告する。また、監査室は、内部監査により判明した指
摘・提言事項の改善履行状況についても、フォローアップ監査を実施する。 

 
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
  ① 情報の保存・管理 

取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか職務執行に係る重要な
情報が記載された文書（電磁的記録を含む｡）を、関連資料とともに、｢情報管理基本規
程｣、｢文書管理規程」その他の社内規程の定めるところに従い適切に保管し、管理する。 

  ② 情報の閲覧 
取締役及び監査役は、いつでも、前項の情報を閲覧することができる。 

 
（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 リスク管理が経営の重要課題であることを認識し、CSR・コンプライアンスリスク、情報
セキュリティリスク、災害リスク、為替相場等による市場リスク、信用リスク、投資リスク、
技術に関するリスク、その他様々なリスクに対処するため、CSR委員会等各種の社内委員会
や主管部署を設置するとともに、各種管理規程、事業継続計画、投資基準、与信限度枠の設
定や報告・監視体制の整備等、必要なリスク管理体制及び管理手法を整備し、CTCグループ
のリスクを管理する。 

 
（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
  ① 経営会議及び各種社内委員会 

 職務執行の決定を適切かつ機動的に行うため、社長の諮問機関として経営会議を設置し、
全般的経営方針・経営計画その他職務執行に関する重要事項を審議する。さらに、各種の
社内委員会を設置し、各々の担当分野における経営課題について慎重な協議を行い、社長
及び取締役会の意思決定に資するものとする。 

  ② 事業制 
   ア．事業グループ担当役員は、職務権限規程等に基づき付与された権限及び予め設定され

た経営計画に基づき効率的な経営を行う。 
   イ．事業グループ担当役員は、法令、定款、社内規程及び社内基準に従い、担当領域の経

営を行う。また、事業グループ毎に主要な数値目標を設定し、定期的に数値目標の達
成度を検証するとともに職務執行の状況を取締役会へ報告することにより、経営管理
を行う。 
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  ③ 執行役員制 
 担当分野の業務を権限と責任を持って迅速に遂行することを目的に、執行役員制を採用
する。執行役員は、取締役会の決議をもって任命されるものとし、代表取締役の指示の下、
法令、定款、社内規程及び取締役会決議に従い、担当する業務を執行する。 
 なお、特定の業務執行を担当する取締役は執行役員を兼務する。 

  ④ 職務権限・責任の明確化 
 適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、｢業務分掌規程｣、｢職務権限規程」等、
各種社内規程を整備し、各役職者の権限及び責任の明確化を図る。 

 
（5）当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制 
  ① 親会社との関係 

 当社は、親会社との人的交流、顧客ベース活用等の営業活動での連携強化を図る一方、
事業運営に際しては、あくまでも自主性・自律性を維持強化しつつ業績拡大を目指すこと
により、その独立性を保持する。 

  ② 子会社管理体制 
 子会社毎に主管部署を定め、当社の子会社の総括管理機能を有した部署と、｢事業会社
管理規程」その他の社内規程に従い、子会社の経営管理及び経営指導にあたるとともに、
各子会社には原則として取締役及び監査役を派遣して業務の適正を確保する。 

  ③ コンプライアンス 
 ｢コンプライアンス規程」及び「CTCグループコンプライアンスプログラム」に則り、
コンプライアンス実行計画、コンプライアンス責任者の設置、法令ガイドラインの整備、
内部情報提供制度の整備等コンプライアンス体制の整備につき子会社の指導を行うとと
もに、CTCグループで一貫したコンプライアンス教育・研修を実施し、CTCグループ全
体でのコンプライアンスの徹底に努める。 

  ④ 内部監査 
 子会社の業務活動全般についても当社監査室による内部監査の対象とする。また、監査
室は、CTCグループとしての内部監査体制の構築を推進するとともに、子会社に対する計
画的な監査を行い、CTCグループとしての業務の適正性向上に努める。 

 
（6）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関

する事項 
  ① 監査役の職務を補助すべき使用人 

 監査役は、監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を指示することができるものと
する。 
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  ② 当該使用人の取締役からの独立性 
 監査役より、監査業務に必要な指示を受けた使用人はその指示に関して、取締役、監査
室長等の指揮命令を受けないものとする。 

 
（7）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制 
  ① 重要会議への出席 

監査役は、取締役会のほか、経営会議、役員会、各種社内委員会、その他の重要会議に
出席し、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができる。 

  ② 取締役の報告義務 
取締役は、法令が定める事項のほか、定期的に、自己の職務執行の状況を監査役に報告
する。 

  ③ 使用人による報告 
使用人は、監査役に対して、次に掲げる事項を直接報告することができる。 

   ア．当社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実 
   イ．重大な法令又は定款違反事実 
 
（8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
  ① 意見聴取の実施 

 監査役は、社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催するとともに、適宜、
業務執行取締役及び重要な使用人から職務執行の状況に関する意見聴取を実施する。 

  ② 監査室の監査役との連携 
 監査室は、監査役との間で、各事業年度における内部監査計画を協議するとともに、内
部監査結果等について密接な情報交換及び連携を図る。 

  ③ 外部専門家の起用 
 監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、その他の外部専門家を独
自に起用することができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
（注） この事業報告における記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております｡ 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

（平成25年３月31日現在） 
（単位：百万円）  

科     目 金   額 科     目 金   額 
（資 産 の 部） 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受取手形及び売掛金 
リ ー ス 投 資 資 産 
有 価 証 券 
商 品 
仕 掛 品 
保 守 用 部 材 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
工具、器具及び備品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
無 形 固 定 資 産 
の れ ん 
ソ フ ト ウ ェ ア 
リ ー ス 資 産 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
前 払 年 金 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

205,917 
31,914 
66,882 
12,909 
33,997 
13,427 
5,347 
6,588 
22,317 
8,857 
3,766 
△94 

64,108 
34,719 
20,598 
3,537 
6,230 
4,352 
11,182 
4,129 
4,731 
2,222 
99 

18,207 
5,999 
3,187 
597 
8,486 
△63

（負 債 の 部）
流 動 負 債 
支払手形及び買掛金 
リ ー ス 債 務 
未 払 法 人 税 等 
前 受 収 益 
賞 与 引 当 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
受 注 損 失 引 当 金 
アフターコスト引当金 
そ の 他 

固 定 負 債 
リ ー ス 債 務 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
資 産 除 去 債 務 
そ の 他 

86,627 
26,484 
4,537 
7,803 
20,269 
7,566 
190 
308 
368 

19,099 
17,418 
14,010 
1,069 
575 
1,448 
314

負 債 合 計 104,045 
（純 資 産 の 部） 

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 
その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 
為 替換算調整勘定 

少 数 株 主 持 分 

 
162,975 
21,763 
33,076 
118,506 
△10,370 
1,666 
1,610 
△2 
58 

1,338 
 

純 資 産 合 計 165,980 
資 産 合 計 270,025 負 債 ・ 純 資 産 合 計 270,025 
 （注） 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 
 

（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 
（単位：百万円）  

科        目 金        額 
売 上 高 322,475
売 上 原 価 239,189
売 上 総 利 益

 

83,285
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 56,097
営 業 利 益

 

27,187
営 業 外 収 益

 

受 取 利 息 50
受 取 配 当 金 67
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 21
保 険 配 当 金 66
そ の 他 227 434

営 業 外 費 用
 

支 払 利 息 163
投 資 事 業 組 合 運 用 損 30
そ の 他 86 281
経 常 利 益

 

27,340
特 別 利 益

 

固 定 資 産 売 却 益 10
投 資 有 価 証 券 売 却 益 56
受 取 補 償 金 82 148

特 別 損 失
 

固 定 資 産 売 却 損 61
固 定 資 産 除 却 損 141
減 損 損 失 124
解 約 不 能 リ ー ス 契 約 損 失 231
損 害 賠 償 金 25
訴 訟 関 連 損 失 138 722
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

 

26,766
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,442
法 人 税 等 調 整 額 201 10,643
少数株主損益調整前当期純利益

 

16,123
少 数 株 主 利 益 98
当 期 純 利 益

 

16,025
 （注） 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
 

（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 
（単位：百万円）  

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 21,763 33,076 108,496 △5,370 157,966
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当 △6,015  △6,015
当 期 純 利 益 16,025  16,025
自 己 株 式 の 取 得 △5,000 △5,000
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
株主資本以外の項目の
当期変動額  (純額 )  

当 期 変 動 額 合 計 － 0 10,010 △5,000 5,009
当 期 末 残 高 21,763 33,076 118,506 △10,370 162,975
  

 
その他の包括利益累計額 少 数 株 主 

持 分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 448 △30 △20 397 459 158,823
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  △6,015
当 期 純 利 益  16,025
自 己 株 式 の 取 得  △5,000
自 己 株 式 の 処 分  0
株主資本以外の項目の
当期変動額  (純額 ) 1,161 27 79 1,268 878 2,147

当 期 変 動 額 合 計 1,161 27 79 1,268 878 7,156
当 期 末 残 高 1,610 △2 58 1,666 1,338 165,980
 （注） 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 
１．連結の範囲に関する事項 
（1） 連 結 子 会 社 の 数 13社
（2） 主 要 な 会 社 名 シーティーシー・テクノロジー㈱

シーティーシー・ラボラトリーシステムズ㈱ 
CTCシステムサービス㈱ 
シーティーシー・エスピー㈱ 
シーティーシー・システムオペレーションズ㈱ 
CTCファシリティーズ㈱ 
シーティーシー・ビジネスサービス㈱ 
ファーストコンタクト㈱ 
アサヒビジネスソリューションズ㈱ 
ITOCHU Techno-Solutions America, Inc. 
CSC ESI SDN. BHD. 
CSC AUTOMATED PTE. LTD.

 連結子会社数の増加 ２社
 会 社 名 CSC ESI SDN. BHD.
   CSC AUTOMATED PTE. LTD.
CSC ESI SDN. BHD.及びCSC AUTOMATED PTE. LTD.は、平成25年３月14日付で株式を取得し
たため、当連結会計年度から連結の範囲に含めております。なお、平成25年５月８日付で、CSC 
ESI SDN. BHD.はCTC GLOBAL SDN. BHD.に、平成25年５月10日付で、CSC AUTOMATED 
PTE. LTD.はCTC GLOBAL PTE. LTD.に商号を変更しております。 

 
２．持分法の適用に関する事項 
（1）持分法を適用した関連会社の状況 
  ① 持分法適用の関連会社数  ５社 
  ② 主 要 な 会 社 名 伊藤忠テクノロジーベンチャーズ㈱

㈱IHIエスキューブ 
Netband Consulting Co.,Ltd.

 持分法適用の関連会社数の増加 １社
 会 社 名 Netband Consulting Co.,Ltd.

Netband Consulting Co.,Ltd.は、平成24年７月16日付で株式を取得したため、当連結会計年度
から持分法適用の範囲に含めております。 

（2）持分法を適用しない関連会社の状況 
  ① 会社名          精藤股份有限公司 
  ② 持分法を適用しない理由 

精藤股份有限公司は、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から
みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても
重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

（3）持分法の適用の手続について特に記載すべき事項 
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務
諸表を使用しております。 
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 
４．会計処理基準に関する事項 
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ① 有 価 証 券 
 そ の 他 有 価 証 券   時 価 の あ る も の………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

 時 価 の な い も の………移動平均法による原価法
（投資事業組合持分については持分法） 

  ② デ リ バ テ ィ ブ…………原則として時価法
  ③ た な 卸 資 産 
    通常の販売目的で保有するたな卸資産 
 商 品………移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）

 仕 掛 品………個別法による原価法
 保 守 用 部 材………利用可能期間（５年）に基づく定額法
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 
（主な耐用年数） 
  建物及び構築物 15～50年
  工具、器具及び備品 ５ ～15年

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 
自社利用のソフトウェア……社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 
市場販売目的のソフトウェア……見込販売数量に基づき償却

(ただし、３年均等配分額と比較し、いずれか大きい額とする)
  ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以
前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（3）重要な引当金の計上基準 
  ① 貸 倒 引 当 金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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  ② 賞 与 引 当 金 
従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

  ③ 役 員 賞 与 引 当 金 
役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。 

  ④ 受 注 損 失 引 当 金 
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見込額
を計上しております。 

  ⑤ アフターコスト引当金 
システム開発案件等に係る将来のアフターコストの支出に備えるため、過去の実績率に基づく将
来発生見込額のほか、個別案件に係る必要額を計上しております。    ⑥ 退 職 給 付 引 当 金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。 
なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理することとしております。 
また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定額法により費用処理することとしております。 

（4）重要な収益及び費用の計上基準 
  ① 受注制作のソフトウェア等に係る収益の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるもの 
……工事進行基準（原則として、工事の進捗率の見積りは原価比例法） 
その他のもの 
……工事完成基準 

  ② ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 
リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。また、販売利益につい
ては、リース期間にわたり定額法により繰延べることとしております。 

（5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
  ① 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。 
なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は、期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為
替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。 

  ② 重要なヘッジ会計の方法 
   ア．ヘッジ会計の方法 

為替変動リスクのヘッジについて、振当処理を採用しております。 
   イ．ヘッジ手段及びヘッジ対象 
 ヘ ッ ジ 手 段………先物為替予約取引
 ヘ ッ ジ 対 象………外貨建債権債務及び外貨建予定取引
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   ウ．ヘッジ方針 
為替変動リスクをヘッジするため、社内規程に基づき、原則同一通貨建てによる同一期日の為
替予約を行っております。 

   エ．ヘッジ有効性評価の方法 
同一通貨建てによる同一期日の為替予約に限定しており、その後の為替相場の変動による相関
関係は確保されているため、有効性の評価を省略しております。 

  ③ のれんの償却方法及び償却期間 
のれんについては、投資効果の発現する期間を見積り、当該期間において均等償却しております。
また、金額に重要性が乏しい場合には発生年度に一括償却しております。 

  ④ 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、
当連結会計年度の費用として処理しております。 

 
５．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 
 （在外子会社等の収益及び費用の換算方法の変更） 

在外子会社等の収益及び費用の換算方法については、従来、当該在外子会社等の決算日の直物為替相
場により円貨に換算しておりましたが、当連結会計年度より、期中平均為替相場により円貨に換算す
る方法に変更しております。この変更は、グローバル展開を推進する中、連結会計年度を通じて発生
する収益及び費用の換算について、連結会計年度の為替相場の変動を連結計算書類へ適正に反映させ、
より実態に即した企業状況を表示するために行ったものであります。 
当該会計方針の変更は遡及適用しております。なお、前連結会計年度における当該遡及適用による影
響は軽微であります。 

 
 （減価償却方法の変更） 

当社及び国内連結子会社は、｢データセンター事業以外の有形固定資産」の減価償却方法について、従
来、定率法を採用しておりましたが、当連結会計年度より、定額法へ変更しております。この変更は、
クラウドビジネス等サービス提供型ビジネスが拡大してきたことに伴い、｢データセンター事業以外の
有形固定資産 (主にクラウドビジネス用資産)」の重要性が高まったことを契機に、当該資産の使用実
態を踏まえ、定額法に変更することが適切であると判断したことによるものであります。 
これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利
益はそれぞれ550百万円増加しております。 

 
（連結貸借対照表に関する注記） 
１． 有形固定資産の減価償却累計額 19,103百万円
 
２．保証債務 
従業員の伊藤忠グループ連合共済会住宅融資制度による金融機関からの借入に対する保証 
保証先 従業員（46名）
保証金額 157百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 当連結会計年度期首
株 式 数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株 式 数（千株）

発行済株式  
 普通株式 62,500 ― ― 62,500

合計 62,500 ― ― 62,500
自己株式  
 普通株式（注１、２） 1,702 1,294 0 2,996

合計 1,702 1,294 0 2,996
 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,294千株は、自己株式取得のための市場買付による増加

1,293千株、単元未満株式の買取りによる増加0千株であります。 
２．普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元未満株式の買増し請求によるものであります。 

 
２．配当に関する事項 
（1）配当金支払額  

決  議 株式の種類 配当金の総額（百万円）
１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日 

平成24年６月22日 
定時株主総会 普通株式 3,039 50.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日

平成24年10月30日 
取締役会 普通株式 2,975 50.00 平成24年９月30日 平成24年12月７日

  
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成25年６月20日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提
案しております。  

株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基 準 日 効力発生日 

普通株式 3,272 利益剰余金 55.00 平成25年３月31日 平成25年６月21日
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（税効果会計に関する注記） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
    （流動の部） 
    繰延税金資産 たな卸資産評価損否認 4,658百万円
 賞与引当金否認 2,875
 未払金否認 658
 未払事業税否認 615
 アフターコスト引当金否認 140
 受注損失引当金否認 117
 その他 187
 小計 9,252
 評価性引当額 △394
 合計 8,857
 繰延税金負債との相殺 △0
 繰延税金資産の純額 8,857百万円
  
    繰延税金負債 繰延ヘッジ損益 △0百万円
 連結消去に伴う貸倒引当金調整額 △0
 合計 △0
 繰延税金資産との相殺 0
 繰延税金負債の純額 △0百万円
    （固定の部） 
    繰延税金資産 資産除去債務否認 521百万円
 減価償却費損金算入限度超過額 408
 固定資産未実現利益 379
 投資有価証券評価損否認 214
 退職給付引当金否認 207
 繰越欠損金 152
 投資事業組合運用損否認 64
 その他 219
 小計 2,166
 評価性引当額 △336
 合計 1,830
 繰延税金負債との相殺 △1,232
 繰延税金資産の純額 597百万円
  
    繰延税金負債 前払年金費用 △1,160百万円
 その他有価証券評価差額金 △824
 有形固定資産 △233
 その他 △84
 合計 △2,302
 繰延税金資産との相殺 1,232
 繰延税金負債の純額 △1,069百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下
であるため、注記を省略しております。 
 

（金融商品に関する注記） 
１．金融商品の状況に関する事項 
（1）金融商品に対する取組方針 

当社グループにおける資金運用については、為替変動リスクがなく、かつ信用リスクが低く安全性
の高い金融資産に限定して余資運用を行っております。 
設備投資（一部のリースを除く）の資金や通常の運転資金については、特に銀行借入等による調達
は行っておりません。 
デリバティブについては、外貨建ての債権債務及び予定取引に係る先物為替予約のみを将来の為替
変動によるリスク回避のために実施しており、投機的な取引は行っておりません。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 
営業債権である受取手形及び売掛金並びにリース投資資産は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。有価証券は、譲渡性預金とコマーシャルペーパーであり、発行体の信用リスクに晒されており
ます。また、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、一部の銘柄について
は、市場価格の変動リスクに晒されております。 
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部は、商品
等の輸入に伴う外貨建てのもので為替変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約によりヘッ
ジしております。リース債務は、主に顧客への機器販売等に係るファイナンス・リース取引に基づ
くリース債務であります。 
先物為替予約の実施・管理については、取引権限等を定めた社内規程に従って行っており、また、
先物為替予約の利用にあたっては、信用度の高い銀行とのみ取引を行っております。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 
  ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理
を行うとともに、営業部署から独立した与信管理の専門部署により、取引先ごとの信用状況を審
査し、適切な与信限度額とその期限を設けるとともに、債権の回収状況、滞留状況を定期的に把
握し、回収を確実にする体制をとっております。 
有価証券については、半年ごとに、経営会議にて運用限度額や運用商品等の基本方針を設定し、
これに基づいて財務経理部が銘柄選定等を立案のうえ、担当役員が決定しております。また、資
金運用状況については、四半期ごとに経営会議に報告しております。 

  ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 
当社及び一部の連結子会社は外貨建ての債権債務及び予定取引の為替変動リスクに対して、先物
為替予約にてヘッジしております。なお、先物為替予約の実行に当たっては、取引権限等を定め
た社内規程に基づいて、取引主管部署が立案し、財務経理部が契約締結を行っております。 
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先
企業との関係を勘案して保有状況の見直しを行っております。 
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  ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 
当社は、各部署からの報告等に基づき資金収支を管理しており、不測の事態においても必要支払
予定額に不足することのないように、流動性リスクを管理しております。また、当社と子会社間
でキャッシュマネジメントサービスを導入しており、グループ資金を当社で集中管理することに
より、資金の効率的かつ安定的な管理を図っております。 

 
２．金融商品の時価等に関する事項 
平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。 
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません｡（(注)２. 参照） 

（単位：百万円）  
 連結貸借対照表計上額 時   価 差   額 

（1）現金及び預金 31,914 31,914 ― 
（2）受取手形及び売掛金 66,882 66,882 ― 
（3）リース投資資産 12,909 13,060 150 
（4）有価証券 33,997 33,997 ― 
（5）投資有価証券 3,588 3,588 ― 

資産計 149,293 149,443 150 
（1）支払手形及び買掛金 26,484 26,484 ― 
（2）リース債務 18,548 18,704 △155 
（3）未払法人税等 7,803 7,803 － 

負債計 52,835 52,991 △155 
デリバティブ取引（※）    
ヘッジ会計が適用されているもの （4） （4） ― 

デリバティブ取引計 （4） （4） ― 
 （※） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については､（ ）で示しております。 
 

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
資 産  （1）現金及び預金､（2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。 

（3）リース投資資産 
時価については、未経過リース料の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 
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（4）有価証券 
時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

（5）投資有価証券 
時価については、株式は取引所の価格によっております。 

負 債  （1）支払手形及び買掛金､（3）未払法人税等 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。 

（2）リース債務 
時価については、未経過リース料の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

デリバティブ取引  為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として
処理されているため、その時価は、当該売掛金及び当該買掛金の時価に含めて記載しておりま
す (上記 ｢資産｣ (2) 及び ｢負債｣ (1) を参照)。 
 

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額1,699百万円）及び投資事業組合持分（連結貸借対照表計
上額711百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができ
ず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、｢(5) 投資有価証券」には含めて
おりません。 

 
（１株当たり情報に関する注記） 
 １株当たり純資産額 2,766円93銭
 １株当たり当期純利益 268円53銭
 
（企業結合に関する注記） 
取得による企業結合 
１．企業結合の概要 
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 CSC ESI SDN. BHD.
 CSC AUTOMATED PTE. LTD.
事業の内容 ハードウェア・ソフトウェアの販売及び保守サービスの提供

（2）企業結合を行った主な理由 
当社は、中期経営計画における成長戦略のひとつとしてグローバル展開の拡大を掲げており、今後
も高いIT市場の成長が期待されるASEANにおいて確固たる事業基盤の構築を図るべく、マレーシ
ア・シンガポールにおいて顧客基盤と技術力を有するCSC ESI SDN. BHD.とCSC AUTOMATED 
PTE. LTD.の株式を取得することといたしました。 
同２社を子会社化することにより、東南アジア地域での事業拠点の獲得とシナジー創出による連結
収益の拡大を図ってまいります。 

（3）企業結合日 
平成25年３月14日 



 
02_9130001102506.docx 
伊藤忠テクノソリューションズ㈱様 招集 2013/05/21 14:05:00印刷 13/29 
 

― 33 ― 

（4）企業結合の法的形式 
現金を対価とした株式の取得 

（5）結合後企業の名称 
CSC ESI SDN. BHD.（現 CTC GLOBAL SDN. BHD.） 
CSC AUTOMATED PTE. LTD.（現 CTC GLOBAL PTE. LTD.） 

（6）取得した議決権比率 
CSC ESI SDN. BHD. 70.0％
CSC AUTOMATED PTE. LTD. 70.0％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠 
当社による、現金を対価とする株式取得であること 

 
２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間 
みなし取得日を平成25年３月31日としており、かつ当該子会社については、平成25年３月31日現在
の財務諸表を基礎として連結決算を行っているため、当連結会計年度には被取得企業の業績を含んで
おりません。 
 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 
CSC ESI SDN. BHD. 
取得の対価 現金 3,780百万円
取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 94
取得原価  3,874百万円

CSC AUTOMATED PTE. LTD. 
取得の対価 現金 2,188百万円
取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 52
取得原価  2,241百万円

なお、上記 CSC ESI SDN. BHD.及びCSC AUTOMATED PTE. LTD.の株式譲渡契約には譲渡完了時
の価額調整事項があり、翌連結会計年度に発生する追加支払時に、取得時に支払ったものとみなして
取得原価を修正し、のれんの金額及びのれんの償却額を修正することとしております。 
 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 
（1）発生したのれんの金額 

CSC ESI SDN. BHD. 2,550百万円
CSC AUTOMATED PTE. LTD. 1,578

（2）発生原因 
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的な見積りにより発生しております。 

（3）償却方法及び償却期間 
10年間にわたる均等償却 
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５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳 
CSC ESI SDN. BHD. 
流動資産 3,977百万円
固定資産 118 
資産合計 4,095 
流動負債 2,149 
固定負債 54 
負債合計 2,203 

CSC AUTOMATED PTE. LTD. 
流動資産 1,644百万円
固定資産 480 
資産合計 2,125 
流動負債 1,059 
固定負債 119 
負債合計 1,178 

 
６．取得原価の配分 
当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能資産及び負債の特定が未了であり取得原価
の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行って
おります。 
 

７．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書
に及ぼす影響の概算額及びその算定方法 
CSC ESI SDN. BHD. 
売上高 8,351百万円
当期純損失 208 

CSC AUTOMATED PTE. LTD. 
売上高 4,817百万円
当期純損失 6 

影響の概算額については、CSC ESI SDN. BHD.及びCSC AUTOMATED PTE. LTD.の平成24年４月
１日から平成25年３月31日までの売上高及び損益情報を基礎とし、のれんの償却額は企業結合時に認
識されたのれんが当連結会計年度の開始の日に発生したものとして算定しております。なお、当該注
記は監査証明を受けておりません。 
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貸 借 対 照 表 
 （平成25年３月31日現在） 

（単位：百万円）  
科     目 金   額 科     目 金   額

（資 産 の 部） 
流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
リ ー ス 投 資 資 産 
有 価 証 券 
商 品 
仕 掛 品 
保 守 用 部 材 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 
構 築 物 
工具、器具及び備品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
リ ー ス 資 産 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
長 期 貸 付 金 
従業員に対する長期貸付金 
破 産 更 生 債 権 等 
長 期 前 払 費 用 
前 払 年 金 費 用 
差 入 保 証 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

193,034 
30,726 
784 

59,763 
12,764 
33,997 
11,323 
5,155 
6,595 
21,248 
7,275 
2,197 
1,208 
△7 

63,578 
33,311 
20,414 
242 
2,906 
5,970 
3,777 
6,418 
4,182 
2,156 
79 

23,849 
4,603 
8,681 
34 
5 
6 
21 
993 
2,640 
6,391 
525 
△56

（負 債 の 部）
流 動 負 債 
買 掛 金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
前 受 金 
預 り 金 
前 受 収 益 
賞 与 引 当 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
受 注 損 失 引 当 金 
アフターコスト引当金 
資 産 除 去 債 務 
そ の 他 

固 定 負 債 
リ ー ス 債 務 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
資 産 除 去 債 務 
そ の 他 

95,942 
27,674 
4,222 
10,553 
5,310 
1,650 
2,573 
18,745 
18,387 
4,686 
125 
308 
229 
84 

1,391 
15,722 
13,455 
808 
59 

1,340 
58

負 債 合 計 111,665
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

143,374 
21,763 
33,076 
33,076 

0 
98,906 
504 

98,401 
54,900 
43,501 

△10,370 
1,571 
1,574 
△2

純 資 産 合 計 144,946
資 産 合 計 256,612 負 債 ・ 純 資 産 合 計 256,612
 （注） 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
 

（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 
（単位：百万円）  

科        目 金        額 
売 上 高 299,866
売 上 原 価 234,068
売 上 総 利 益

 

65,798
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 49,087
営 業 利 益

 

16,710
営 業 外 収 益

 

受 取 利 息 9
受 取 配 当 金 3,957
業 務 受 託 料 1,185
そ の 他 362 5,515

営 業 外 費 用
 

支 払 利 息 164
投 資 事 業 組 合 運 用 損 30
そ の 他 78 273
経 常 利 益 21,953

特 別 利 益
 

固 定 資 産 売 却 益 6
投 資 有 価 証 券 売 却 益 56
受 取 補 償 金 82 145

特 別 損 失
 

固 定 資 産 売 却 損 61
固 定 資 産 除 却 損 117
減 損 損 失 121
関 係 会 社 株 式 評 価 損 211
解 約 不 能 リ ー ス 契 約 損 失 231
損 害 賠 償 金 25 769
税 引 前 当 期 純 利 益 21,328
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,762
法 人 税 等 調 整 額 306 7,069
当 期 純 利 益 14,259

 （注） 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
 

（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 
（単位：百万円）  

 

株   主   資   本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計別 途 

積立金 
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 21,763 33,076 ― 33,076 504 54,900 35,257 90,661
当 期 変 動 額   
剰 余 金 の 配 当   △6,015 △6,015
当 期 純 利 益   14,259 14,259
自 己 株 式 の 取 得   
自 己 株 式 の 処 分  0 0  
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)   

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 0 0 ― ― 8,244 8,244
当 期 末 残 高 21,763 33,076 0 33,076 504 54,900 43,501 98,906
 

 
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純資産合計
自 己 株 式 株 主 資 本合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 △5,370 140,130 446 △30 415 140,546
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当 △6,015  △6,015
当 期 純 利 益 14,259  14,259
自 己 株 式 の 取 得 △5,000 △5,000  △5,000
自 己 株 式 の 処 分 0 0  0
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 1,128 27 1,156 1,156

当 期 変 動 額 合 計 △5,000 3,244 1,128 27 1,156 4,400
当 期 末 残 高 △10,370 143,374 1,574 △2 1,571 144,946
 （注） 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（1）有価証券 
   子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 
 そ の 他 有 価 証 券    時 価 の あ る も の……………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

 時 価 の な い も の……………移動平均法による原価法
（投資事業組合持分については持分法）  

（2）デ リ バ テ ィ ブ ………………原則として時価法
（3）たな卸資産 
   通常の販売目的で保有するたな卸資産 
 商 品……………移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）

 仕 掛 品……………個別法による原価法
 保 守 用 部 材……………利用可能期間（５年）に基づく定額法
 

２．固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 
（主な耐用年数） 

 建 物 15～50年
 構 築 物 10～20年
 工具、器具及び備品 ５ ～15年
（2）無形固定資産（リース資産を除く） 
 自社利用のソフトウェア …………社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 
 市場販売目的のソフトウェア …………見込販売数量に基づき償却

（ただし、３年均等配分額と比較し、いずれか大きい額とする）
（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
３．引当金の計上基準 
（1）貸 倒 引 当 金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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（2）賞 与 引 当 金 
従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

（3）役 員 賞 与 引 当 金  
役員の賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。 

（4）受 注 損 失 引 当 金  
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係る損失見込額を計上
しております。 

（5）アフターコスト引当金 
システム開発案件等に係る将来のアフターコストの支出に備えるため、過去の実績率に基づく将来
発生見込額のほか、個別案件に係る必要額を計上しております。 

（6）退 職 給 付 引 当 金  
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。 
なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと
しております。 
また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により費用処理することとしております。 

 
４．収益及び費用の計上基準 
（1）受注制作のソフトウェア等に係る収益の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるもの 
･･････工事進行基準（原則として、工事の進捗率の見積りは原価比例法） 
その他のもの 
･･････工事完成基準 

（2）ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 
リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。また、販売利益について
は、リース期間にわたり定額法により繰延べることとしております。 

 
５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
（1）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。 

（2）ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 
  ① ヘッジ会計の方法 

為替変動リスクのヘッジについて、振当処理を採用しております。 
  ② ヘッジ手段及びヘッジ対象 

ヘ ッ ジ 手 段……………………先物為替予約取引 
ヘ ッ ジ 対 象……………………外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

  ③ ヘッジ方針 
為替変動リスクをヘッジするため、社内規程に基づき、原則同一通貨建てによる同一期日の為替
予約を行っております。 



 
02_9130001102506.docx 
伊藤忠テクノソリューションズ㈱様 招集 2013/05/21 14:05:00印刷 20/29 
 

― 40 ― 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 
同一通貨建てによる同一期日の為替予約に限定しており、その後の為替相場の変動による相関関
係は確保されているため、有効性の評価を省略しております。 

（3）消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、
当事業年度の費用として処理しております。 

 
６．重要な会計方針の変更 
 （減価償却方法の変更） 

当社は、｢データセンター事業以外の有形固定資産」の減価償却方法について、従来、定率法を採用し
ておりましたが、当事業年度より、定額法へ変更しております。この変更は、クラウドビジネス等サ
ービス提供型ビジネスが拡大してきたことに伴い、｢データセンター事業以外の有形固定資産 (主にク
ラウドビジネス用資産)」の重要性が高まったことを契機に、当該資産の使用実態を踏まえ、定額法に
変更することが適切であると判断したことによるものであります。 
これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞ
れ450百万円増加しております。 

 
（貸借対照表に関する注記） 
１． 有形固定資産の減価償却累計額 17,481百万円
 
２．保証債務 
従業員の伊藤忠グループ連合共済会住宅融資制度による金融機関からの借入に対する保証 
保証先 従業員（46名）
保証金額 157百万円

 
３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
 短 期 金 銭 債 権 2,124百万円
 短 期 金 銭 債 務 26,458
 
４．取締役、監査役に対する金銭債務 

短期金銭債務（役員退職慰労未払金） 9百万円
長期金銭債務（役員退職慰労未払金） 10

 
（損益計算書に関する注記） 
１．関係会社との取引高 
 関 係 会 社 へ の 売 上 高 11,512百万円
 関 係 会 社 からの仕入高等 41,731
 関 係 会 社 へ の保守委託料 8,861
 関係会社とのその他の営業取引高 4,191
 関係会社との営業取引以外の取引高 7,096
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２．減損損失 
当社は、当事業年度において以下のとおり減損損失を計上しております。  
場   所 用   途 種   類 減損損失

（百万円）
神奈川県横浜市 遊休資産 建物等 113
神奈川県横浜市他 遊休資産 電話加入権 8

合計 121
  
（株主資本等変動計算書に関する注記） 
  自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少 
株式数（千株） 

当事業年度末
株式数（千株）

 普通株式 1,702 1,294 0 2,996
合計 1,702 1,294 0 2,996

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,294千株は、自己株式取得のための市場買付による増加
1,293千株、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増し請求によるものでありま
す。 
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（税効果会計に関する注記） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
    （流動の部） 
    繰延税金資産 たな卸資産評価損否認 4,642百万円
 賞与引当金否認 1,780
 未払金否認 472
 未払事業税否認 421
 受注損失引当金否認 117
 アフターコスト引当金否認 87
 資産除去債務否認 31
 その他 28
 小計 7,583
 評価性引当額 △307
 繰延税金資産の純額 7,275百万円
 
    （固定の部） 
    繰延税金資産 資産除去債務否認 482百万円
 減価償却費損金算入限度超過額 379
 投資有価証券評価損否認 213
 関係会社株式評価損否認 126
 投資事業組合運用損否認 64
 その他 194
 小計 1,460
 評価性引当額 △295
 合計 1,165百万円
    繰延税金負債 前払年金費用 △962
 その他有価証券評価差額金 △805
 有形固定資産 △205
 繰延税金負債の純額 △808百万円
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
   法定実効税率 38.0％
   （調整） 
    受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △7.0
    交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0
    評価性引当額の増加 0.6
    その他 0.6
   税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.1％
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（リースにより使用する固定資産に関する注記） 
 貸借対照表に計上した固定資産のほか、データセンター設備及び事務用機器等の一部については、所有
権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び当事業年度末残高相当額 
（単位：百万円）  

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 当 事 業 年 度 末
残 高 相 当 額

建 物 1,289 1,006 282
工 具 、 器 具 及 び 備 品 284 209 74

合   計 1,573 1,216 357
 
２．未経過リース料当事業年度末残高相当額 

１年内 189百万円
１年超 222

合計 411百万円
 
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
支払リース料 325百万円
減価償却費相当額 275
支払利息相当額 24

 
４．減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 
５．利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 
１．親会社及び法人主要株主等  
属性 会社等の

名称 住所 資本金
（百万円）

事業の
内 容

議 決 権
等  の
被 所 有
割  合

事業上の
関  係

取引の
内 容

取引金額 
（百万円） 科目 

当事業
年度末
残 高
（百万円）

親会社 伊藤忠 商事㈱ 
大阪市 
北区 202,241 総 合

商 社

直接 
56.6%

間接 
0.0%

同社商品
の購入及
び当社商
品の販売

サーバの
購入等 10,312 買掛金 498

資金の
寄託契約 5,000 預け金 ―

 （注）１．取引金額には消費税等は含まず、当事業年度末残高には消費税等を含んで表示しております。 
２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
（1）取引条件に関しては、両者協議の上で個別に決定していますが、資本関係のない会社と通常

取引する場合と同様の条件であります。 
（2）資金の寄託契約の利率に関しては、市場金利を勘案し、両者協議の上で個別に決定しており

ます。 
 
２．子会社及び関連会社等  
属性 会社等の

名称 住所 資本金
（百万円）

事業の
内 容

議決権等
の 

所有割合
事業上の
関  係

取引の
内 容

取引金額 
（百万円） 科目 

当事業
年度末
残 高
（百万円）

子会社 
シーティ
ーシー・
テクノロ
ジー㈱ 

東京都 
千代田区 450

システム
保守 ･ サ
ポート 

直接 
100.0%

システム
保守・サ
ポート事
業 委 託

保守業務
の委託等 25,601 買掛金 4,877

システム
運用管理
業務の受
託等

853 未収入金 74

資金の寄託契約 ― 預り金 10,146

子会社 
CTCシ
ステムサ
ービス㈱ 

東京都 
千代田区 200

システム
運用 ･ 業
務 運用 ･
運用管理

直接 
100.0%

コンピュ
ータ運用
業務の委
託

資金の寄託契約 ― 預り金 5,020

 （注）１．取引金額には消費税等は含まず、当事業年度末残高には消費税等を含んで表示しております。 
２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
（1）取引条件に関しては、両者協議の上で個別に決定していますが、資本関係のない会社と通常

取引する場合と同様の条件であります。 
（2）資金の寄託契約の利率に関しては、市場金利を勘案し、両者協議の上で個別に決定しており

ます。 
３．資金の寄託契約に関しては、当社のキャッシュマネジメントサービス等の利用により資金が移
動するため、取引金額は記載せずに、当事業年度末残高のみ記載しております。 
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（１株当たり情報に関する注記） 
 １株当たり純資産額 2,435円94銭
 １株当たり当期純利益 238円95銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告 
  

独立監査人の監査報告書 
 

平成２５年５月１３日
  

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 
 

取   締   役   会 御中
 
 

有限責任監査法人トーマツ 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 宮 坂 泰 行 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 惣 田 一 弘 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、伊藤忠テクノソリューションズ株式会社の平成２４年４月
１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記及びその他の注記について
監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制
を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、伊
藤忠テクノソリューションズ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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会計監査人の監査報告 
  

独立監査人の監査報告書 
 

平成２５年５月１３日
  

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 
 

取   締   役   会 御中
 
 

有限責任監査法人トーマツ 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 宮 坂 泰 行 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 惣 田 一 弘 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、伊藤忠テクノソリューションズ株式会社の平成２４
年４月１日から平成２５年３月３１日までの第３４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書、重要な会計方針に係る事項に関する注記及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行
った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細
書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附
属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討する
ことが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告 
 
 

監 査 報 告 書 
 

当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第34期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の通り報
告いたします。 
 
１． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。 
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、監査計画等に従

い、取締役、執行役員、監査室（内部監査部門）その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集
及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員
及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役、執行役員及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年
度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監査するとと

もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記）
及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書、連結注記）について検討いたしました。 
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２． 監査の結果 
（1）事業報告等の監査結果 
一  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。 

二  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。 

三  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

 
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 

（3）連結計算書類の監査結果 
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 

平成25年５月20日 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 監査役会 
常勤監査役 谷  隆 博 ㊞
常勤監査役 菖蒲田  徹 ㊞
監査役（社外監査役） 多 田 敏 明 ㊞
監査役（社外監査役） 西 山  実 ㊞

 
 

以 上 
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株主総会参考書類 
 
議案及び参考事項 
  第１号議案 剰余金の処分の件 

 剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。 
 期末配当金に関する事項 
 当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題として認識し、安定的な配当に努め
るとともに、業績に応じた利益還元を重視し、内部留保金とのバランスを考慮しながら、
配当水準を高めることを基本方針としております。 
 当期の期末配当金につきましては、当社の基本方針に基づき、株主の皆様の日頃のご支
援に応えるべく、１株当たり５円増額いたしまして、次のとおりといたしたいと存じます。 
（1）配当財産の種類 
   金銭 
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金55円 総額3,272,686,285円 
平成24年12月７日に、１株につき50円の中間配当を実施しておりますので、当期
の年間配当金は、前期より10円増額の１株につき105円となります。 

（3）剰余金の配当が効力を生ずる日 
   平成25年６月21日 

 
  第２号議案 取締役12名選任の件 
 本定時株主総会終結の時をもって取締役全員（12名）の任期が満了いたしますので、新
たに取締役12名の選任をお願いするものであります。 
 その候補者は次のとおりであります。 

 
候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

１ 
きく ち  さとし 
菊 地  哲 
(昭和27年12月29日生) 

昭和51年４月 伊藤忠商事㈱入社
平成18年６月 同社執行役員 
平成20年４月 同社常務執行役員 
平成20年６月 同社代表取締役常務取締役 
平成22年４月 同社代表取締役常務執行役員 
平成24年６月 当社代表取締役社長（現任）

1,200株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

２ 
わら しな よし のり 
藁 科 至 德 

（昭和27年６月11日生） 

昭和50年４月 伊藤忠商事㈱入社
平成12年１月 伊藤忠インターナショナル会社 
 宇宙・情報部門長 
平成13年４月 当社経営戦略室長 
平成14年６月 当社執行役員 
平成15年６月 当社常務取締役 
 経営戦略室長（兼）経営統括部門長 
平成16年４月 当社金融システム事業担当役員（兼）財務・経

理、人事、総務担当役員 
平成17年４月 当社金融システム事業担当役員（兼）クロスフ

ァンクショングループ担当役員 
平成18年６月 当社取締役（現任）兼 常務執行役員 金融シス

テム事業担当役員 
平成19年４月 当社金融システム事業グループ担当役員 
平成21年４月 当社専務執行役員（現任） 
平成23年４月 当社ソリューションビジネスセグメント分掌役

員 
平成24年４月 当社グローバルビジネス推進本部担当役員 
平成25年４月 当社社長補佐（兼）グローバルビジネス推進担

当役員（現任） 
 シーティーシー・ラボラトリーシステムズ㈱代

表取締役社長（現任）

3,600株

３ 
いけ だ しゅう じ 
池 田 修 二 

（昭和27年１月13日生） 

昭和49年４月 伊藤忠商事㈱入社
平成10年６月 伊藤忠インターナショナル会社バイスプレジデ

ント（兼）コントローラー 
平成15年３月 同社チーフフィナンシャルオフィサー 
平成15年11月 伊藤忠商事㈱宇宙・情報・マルチメディア管理

部長 
平成16年４月 同社宇宙・情報・マルチメディアカンパニー 

チーフフィナンシャルオフィサー 
平成16年６月 当社監査役 
平成21年４月 伊藤忠商事㈱情報通信・航空電子カンパニー 

チーフフィナンシャルオフィサー 
平成22年５月 当社常務執行役員 経営管理グループ担当役員

補佐（兼）リスクマネジメント室長 
平成23年４月 当社経営管理グループ担当役員（兼）CFO・

CCO（現任） 
平成23年６月 当社取締役（現任） 
平成24年４月 当社専務執行役員（現任）

1,000株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

４ 
さくら ば しんいちろう 
櫻  庭  愼 一 郎 

（昭和29年７月24日生） 

昭和52年４月 伊藤忠データシステム㈱入社
昭和61年７月 移籍により当社社員 
平成15年４月 当社テレコム営業第１本部長 
平成15年６月 当社執行役員 
平成17年４月 当社エンタープライズシステム第２事業担当役

員（兼）サービスシステム本部長 
平成17年６月 当社常務執行役員（現任） 
平成18年４月 当社エンタープライズシステム事業担当役員 
平成18年６月 当社取締役（現任)  
平成19年４月 当社エンタープライズシステム事業グループ担

当役員 
平成25年４月 当社保守・運用サービス事業グループ担当役員 

(現任） 
 シーティーシー・テクノロジー㈱取締役（現

任）

4,100株

５ 
まつ ざわ まさ あき 
松 澤 政 章 

（昭和29年11月23日生） 

昭和53年４月 伊藤忠データシステム㈱入社
平成元年10月 移籍により当社社員 
平成14年４月 当社テレコム営業第２本部長 
平成14年６月 当社執行役員 
平成17年４月 当社情報通信システム事業担当役員補佐 (兼) 

テレコムシステム第３本部長 
平成19年４月 当社常務執行役員（現任）データセンター事業

グループ担当役員 
平成21年６月 当社取締役（現任） 
平成23年４月 当社情報通信システム事業グループ担当役員 

(現任) 
平成25年４月 当社情報通信システム事業グループ/金融・社

会インフラシステム事業グループ管掌役員（現
任）

6,000株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

６ 
たか とり しげ みつ 
髙 取 成 光 

（昭和30年６月10日生） 

昭和55年４月 伊藤忠商事㈱入社
平成10年６月 当社監査役 
平成12年４月 伊藤忠商事㈱情報産業部門企画開発室長 
平成14年４月 同社情報産業部門ビジネスソリューション部長 
平成14年６月 当社取締役 
平成17年４月 伊藤忠商事㈱情報産業部門長代行 
平成17年６月 当社取締役 
平成18年４月 伊藤忠商事㈱情報産業部門長 
平成19年４月 同社執行役員 
平成21年５月 当社常務執行役員（現任）流通システム第４事

業部長 
平成22年４月 当社流通システム第２事業グループ担当役員 
 アサヒビジネスソリューションズ㈱取締役 
平成23年４月 当社流通システム事業グループ担当役員  
平成23年６月 当社取締役（現任） 
平成25年４月 当社エンタープライズシステム事業グループ/

流通システム事業グループ管掌役員（兼）エン
タープライズシステム事業グループ担当役員 
(現任）

1,600株

７ 
か とう みつ あき 
加 藤 光 明 

（昭和28年３月３日生） 

昭和50年４月 伊藤忠商事㈱入社
平成12年４月 ㈱CRC総合研究所インターネット事業部ネッ

トテクノロジーセンター長 
（平成13年８月 ㈱CRCソリューションズに商号変更） 
平成16年４月 同社システム監査・新技術室長 
平成18年４月 移籍により同社社員 
 同社品質・生産性向上推進センター長 
平成18年10月 当社品質・生産性向上推進室長 
平成19年４月 当社ソフトウェアエンジニアリング室長 
平成20年４月 当社システムエンジニアリング室長 
平成20年６月 当社執行役員 
平成21年４月 当社流通システム第５事業部長 
平成23年４月 当社常務執行役員（現任）クロスファンクショ

ングループ担当役員 
平成23年６月 当社取締役（現任） 
平成25年４月 当社CIO（兼）情報システム/次世代システム

担当（現任）

600株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

８ 
す さき たか ひろ 
須 﨑 隆 寛 

（昭和31年９月８日生） 

昭和54年４月 伊藤忠商事㈱入社
平成15年10月 同社情報産業ビジネス部長 
平成16年４月 同社情報産業部門長代行（兼）情報産業ビジネ

ス部長 
平成16年６月 当社取締役 
平成17年４月 当社パートナーディストリビューション事業本

部長 
平成17年６月 当社執行役員 
平成19年４月 当社流通システム第２本部長 
平成20年４月 当社流通システム第４事業部長 
平成21年４月 伊藤忠商事㈱執行役員 情報通信・メディア部

門長 
平成21年６月 当社取締役（現任） 
平成23年４月 伊藤忠商事㈱情報通信部門長 
平成24年４月 当社常務執行役員（現任）保守・運用サービス

事業グループ担当役員 
 シーティーシー・テクノロジー㈱取締役 
 CTCシステムサービス㈱取締役 
 シーティーシー・システムオペレーションズ㈱

取締役 
平成25年４月 当社金融・社会インフラシステム事業グループ

担当役員（現任）

800株

９ 
しろ た かつ ゆき 
城 田 勝 行 

（昭和31年10月30日生） 

昭和56年４月 伊藤忠データシステム㈱入社
平成元年10月 移籍により当社社員 
平成13年４月 シーティーシー・ファイナンシャルエンジニア

リング㈱システム営業本部長 
平成13年６月 同社取締役 
平成14年６月 同社常務取締役 
平成15年６月 当社執行役員 
平成15年７月 シーティーシー・ファイナンシャルエンジニア

リング㈱代表取締役社長 
平成15年９月 当社金融システム営業本部長 
平成16年４月 当社金融システム本部長 
平成17年４月 当社情報システム担当役員 
平成19年４月 当社経営企画室長（兼）経営企画部長 
平成23年４月 当社常務執行役員 クラウドプラットフォーム

事業グループ担当役員（現任）(兼) クラウド
プラットフォーム営業推進本部長 

 CTCシステムサービス㈱取締役（現任） 
平成24年４月 シーティーシー・テクノロジー㈱取締役  
平成24年６月 当社取締役（現任）

4,900株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

10 
まつ もと たか とし 
松 本 孝 利 

（昭和16年８月10日生） 

昭和41年４月 日本電子開発㈱（現キーウェアソリューション
ズ㈱）入社 

昭和61年５月 日本サン・マイクロシステムズ㈱（現日本オラ
クルインフォメーションシステムズ合同会社）
代表取締役社長 

平成４年５月 日本シスコシステムズ㈱（現シスコシステムズ
合同会社）代表取締役社長 

平成７年８月 米国シスコシステムズインク副社長 
平成10年10月 日本シスコシステムズ㈱代表取締役会長 
平成13年４月 アカデミーキャピタルインベストメンツ㈱代表

取締役社長（現任） 
平成15年６月 当社取締役（現任） 
平成17年４月 学校法人法政大学理事 
 ビジネス・ブレークスルー大学院大学 (現ビジ

ネス・ブレークスルー大学大学院）教授（現
任） 

平成21年４月 学校法人法政大学理工学部教授 
平成22年４月 ビジネス・ブレークスルー大学教授（現任） 

0株

11 
※ 
なか もり ま  き  こ 
中  森  真 紀 子 

（昭和38年８月18日生） 

昭和62年４月 日本電信電話㈱入社
平成３年10月 朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）入

所 
平成８年４月 公認会計士登録 
平成９年７月 中森公認会計士事務所所長（現任） 
平成12年８月 日本オラクル㈱監査役 
平成13年１月 カーティス・インスツルメンツ・パシフィック

㈱監査役（現任） 
平成18年12月 ㈱アイスタイル監査役（現任） 
平成20年８月 日本オラクル㈱取締役 
平成22年３月 ㈱グローバルダイニング監査役（現任） 
平成23年９月 ㈱ジェイド（現㈱ロコンド）監査役（現任） 
平成23年12月 Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ㈱監査役（現

任） 
平成24年９月 税理士法人フィデス会計社代表社員（現任） 

0株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

12 
の だ しゅん すけ 
野 田 俊 介 

（昭和37年５月７日生） 

昭和62年４月 伊藤忠商事㈱入社
平成12年11月 同社情報産業部門ネットベンチャー開発室長 
平成14年５月 エキサイト㈱取締役（現任） 
平成15年４月 伊藤忠エレクトロニクス㈱取締役 
平成18年４月 伊藤忠商事㈱ビジネスソリューション部長 
平成20年６月 エキサイト㈱代表取締役社長 
平成24年４月 伊藤忠商事㈱情報・保険・物流部門長 (現任) 
平成24年６月 当社取締役（現任） 
 伊藤忠ロジスティクス㈱取締役（現任） 

0株

 （注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。 
２．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
３．松本孝利、中森真紀子の両氏は、社外取締役候補者であります。 
なお、当社は、松本孝利氏を㈱東京証券取引所が定める一般株主と利益相反が生じるおそれの
ない独立役員として届け出ております。また、中森真紀子氏を同取引所の定める独立役員とし
て届け出る予定であります。 

４．社外取締役候補者に関する特記事項は次のとおりであります。 
（1）選任理由 

① 松本孝利氏は、経営者としての豊富な経験及び幅広い識見をお持ちであり、これらを当
社の経営に反映していただくため、社外取締役への選任をお願いするものであります。 

② 中森真紀子氏は、社外取締役又は社外監査役となること以外の方法により直接会社経営
に関与されたご経験をお持ちではありませんが、公認会計士としての財務及び会計に関
する専門的知見並びに豊富な経験を当社の経営に活かしていただくため、当社社外取締
役として適任と判断し、選任をお願いするものであります。 

（2）当社の社外取締役に就任してからの年数 
松本孝利氏の社外取締役在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって10年となります。 

（3）当社との責任限定契約 
松本孝利氏は、当社との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結
しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める額としております。
同氏の再任をご承認いただいた場合、同氏は当社との間で上記責任限定契約を継続する予定
です。また、中森真紀子氏の選任が承認された場合、同氏は当社との間で、上記と同内容の
責任限定契約を締結する予定です。 
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  第３号議案 監査役１名選任の件 
 監査体制の強化及び充実を図るため、監査役１名の増員をお願いするものであります。 
 なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。 
 その候補者は次のとおりであります。 

 
氏   名 
(生年月日) 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当社の株式数

※ 
いし まる しん た ろう 
石  丸  慎 太 郎 

（昭和29年１月15日生） 

昭和51年４月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほコーポレート銀行）入社 
平成18年６月 伊藤忠商事㈱執行役員 
平成18年10月 同社IT企画部長 
平成21年４月 同社常務執行役員 金融・不動産・保険・物流カンパニ

ーエグゼクティブバイスプレジデント 
平成23年４月 同社特定業務担当役員補佐 
平成23年５月 同社CIO 兼 特定業務担当役員補佐 
平成24年４月 同社CIO 兼 住生活・情報カンパニーエグゼクティブバ

イスプレジデント 
平成25年４月 同社顧問（現任）

0株

 （注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。 
２．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
３． 石丸慎太郎氏は、社外監査役候補者であります。同氏は、当社の特定関係事業者（親会社）で
ある伊藤忠商事㈱において常務執行役員 住生活・情報カンパニーエグゼクティブバイスプレ
ジデントを務められた経営経験と、同社IT企画部長、CIOを歴任されたことにより培われた情
報システムに関する高い識見をお持ちであり、当社社外監査役として適任と判断し、選任をお
願いするものであります。 

 
以 上 
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